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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  
   

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２. 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３. 平成26年１月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行いました。このため、第８期の期首に

当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額を算定しております。 

  

２ 【事業の内容】 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。 

  また、主要な関係会社についても異動はありません。  

  

 

回次 
第８期 

第１四半期 
連結累計期間 

第９期 
第１四半期 

連結累計期間 
第８期 

会計期間 
自  平成25年４月１日 
至  平成25年６月30日 

自  平成26年４月１日 
至  平成26年６月30日 

自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日 

売上高 (千円) 5,109,821 5,720,500 21,758,577 

経常利益 (千円) 475,791 371,775 2,411,275 

四半期(当期)純利益 (千円) 283,775 206,744 2,217,506 

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 291,394 211,548 2,229,294 

純資産額 (千円) 10,739,131 14,412,470 14,309,016 

総資産額 (千円) 27,115,203 30,676,817 30,642,721 

１株当たり四半期(当期) 
純利益金額 

(円) 15.31 9.56 114.10 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) 15.28 9.55 113.83 

自己資本比率 (％) 39.6 47.0 46.7 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。  

 なお、重要事象等は存在しておりません。  

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中に記載した将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであ

り、不確実な内容を含んでおり、将来の実績との間に差異が生じる可能性がありますので、ご留意ください。 

（１）業績の状況 

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、消費増税による影響は軽微であるとの見方があるものの、一

方で消費低迷への懸念も払拭できないことから、先行きは不透明な状況が続いております。 

世界経済においては、欧州経済の低迷、中国経済の失速など懸念材料もありますが、アメリカ経済では株価の上

昇が続いており、景気回復の本格化が期待されています。 

このような経営環境下におきまして、当社グループでは、各セグメントで事業戦略に基づく営業活動等を積極的

に推し進めてまいりました。また、介護事業、カラオケ事業、飲食事業間において、相互のシナジー効果を向上さ

せるよう様々な取り組みを企画し実践するなどして、積極的にサービスの付加価値向上に努めました。   

経費面におきましても、コスト削減を進めることで経営の効率化を行い業績の安定化をはかりました。 

この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は5,720,500千円（前年同期比12.0％増）、営業利益は367,616千

円（同22.6％減）、経常利益は371,775千円（同21.9％減）、四半期純利益は206,744千円（同27.1％減）となりま

した。 

各セグメントの業績は以下のとおりであります。 

①介護事業 

介護事業におきましては、４月に介護付有料老人ホーム、ショートステイ及びリハビリデイサービス併設の

「さわやか行橋弐番館（介護付有料老人ホーム50床、ショートステイ10床）」を新規開設いたしました。これら

により、当第１四半期末時点での営業拠点は59ヶ所119事業所となりました。既存施設におきましては、空室を減

らすために、近隣の病院や居宅介護支援事業所への訪問による連携の強化を推進することで入居率の安定化を目

指しました。その一方で、本年２月に介護付有料老人ホーム２カ所、ショートステイ１事業所及び３月に介護付

有料老人ホーム１カ所を開設しておりますが、それらの施設の管理人件費や施設維持費等は開設当初から固定費

として一定額が必要となることから費用先行となり、当第１四半期の収益にも影響を与えることとなりました。

この結果、売上高は2,752,855千円（前年同期比10.6％増）、セグメント利益は224,219千円（同19.4％減）とな

りました。 

②カラオケ事業 

カラオケ事業におきましては、４月に「コロッケ倶楽部静岡清水店(30室)」(静岡県静岡市清水区）を新規開店

いたしました。これにより、当第１四半期末時点での店舗数は90店舗となりました。また、既存店舗におきまし

ては、飲み放題のコースなどの獲得強化に努めたほか、引き続き65歳以上向けの特典である「さわやかゴールド

メンバーカード」会員の獲得を推進するなどしてリピートの増加に努めました。この結果、売上高は2,052,190千

円（前年同期比2.4％増）、セグメント利益は320,957千円（同12.5％減）となりました。 
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③飲食事業 

飲食事業におきましては、４月に立ち飲み業態の「黒崎再生酒場」（福岡県北九州市八幡西区）の改装を行

い、居酒屋「焼きとり串かつホルモン焼き 黒崎再生酒場（60席）」としてリニューアルオープン致しました。な

お、新規出店は行っていないため当第１四半期末時点での店舗数は26店舗となります。また、リニューアル工事

期間中におきましては、当該店舗の営業を休止したため、売上高及び利益減少の要因となりました。既存店舗に

おきましては、集客が減少傾向にあるため、タイムサービスの実施による集客の増加をはかったほか、法人顧客

の獲得を目指し、企業訪問をするなどして、宴会需要等の獲得に努めました。この結果、売上高は477,375千円

（前年同期比0.7％減）、セグメント利益は32,655千円（同23.4％減）となりました。 

④不動産事業 

不動産事業におきましては、販売用不動産の売買及び賃貸不動産の仲介業務等を中心に行っております。この

結果、売上高は353,391千円（前年同期比581.5％増）、セグメント利益は24,411千円（同77.5％増）となりまし

た。 

⑤その他 

その他におきましては、ホテル事業において、円安の影響による国内旅行の活性化に伴う需要の獲得を目指

し、広告媒体を活用し宿泊客の増加に努めました。この結果、売上高は84,688千円（前年同期比0.9％増）、セグ

メント利益は316千円（同37.4％増）となりました。  

  

（２）主要な設備 

当第１四半期連結累計期間に、新たに計画に追加された主要な設備は、介護事業における介護付有料老人ホーム

１件であり、投資予定額の総額は、1,478,090千円であります。 

  

（３）戦略的現状と見通し 

今後の見通しにつきましては、介護事業におきましては、福岡県外での新規施設の開設予定が複数あり、新たに

進出する地域において地域社会との交流を活発に行い、認知度と信頼関係を強化するとともに、高齢者サービスへ

の需要に対して適時に対応することでビジネスの拡大をはかってまいりたいと考えております。 

また、カラオケ事業及び飲食事業におきましては、集客が順調に推移し増加している現状を踏まえて、新たなサ

ービスや商品の開発を積極的に行うことで、客単価の向上をはかってまいりたいと考えております。また、継続し

て、カラオケ店舗と居酒屋店舗の顧客の回流を促進することで、効率的に収益の向上をはかってまいります。 

不動産事業では、引き続き所有する販売用不動産の販売に努めてまいります。 

その他では、ホテル事業の業績向上をはかることで、介護事業との相乗効果を高めたいと考えております。 

  

（４) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末と比べ34,096千円増加し、30,676,817千円と

なりました。 

流動資産は、前連結会計年度末より303,603千円減少し、14,582,647千円となりました。主な要因は、現金及び預

金、販売用不動産が減少したことによるものです。 

固定資産は、前連結会計年度末より337,699千円増加し、16,094,169千円となりました。主な要因は、建物及び構

築物、土地が増加したことによるものです。 

当第１四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末と比べ69,356千円減少し、16,264,347千円とな

りました。 

流動負債は、前連結会計年度末より215,936千円増加し、7,496,322千円となりました。主な要因は、短期借入

金、賞与引当金が増加したこと及び未払法人税等が減少したことによるものです。 

固定負債は、前連結会計年度末より285,293千円減少し、8,768,025千円となりました。主な要因は、長期借入金

が減少したことによるものです。 

当第１四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末より103,453千円増加し、14,412,470千円とな

りました。主な要因は、四半期純利益の計上による利益剰余金の増加によるものです。 

これらの結果、当第１四半期連結会計期間末における自己資本比率は47.0％となりました。また、資金の流動性

については、当第１四半期連結会計期間末における流動比率は、194.5％となっており、今後、十分な流動性を確保

するために、比率を高めてまいります。 
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（５）経営者の問題意識と今後の方針について 

当社グループは、平成18年10月の設立以来、『幼・青・老の共生』をコンセプトに事業子会社である株式会社さ

わやか倶楽部、株式会社ボナーを通じ、高齢者介護施設の運営、カラオケ・飲食店舗の運営、不動産事業等の事業

活動を展開してまいりました。現在は介護事業・カラオケ事業・飲食事業を３本柱として、地域社会に必要とされ

る企業となること及び顧客に安心・信頼していただけるサービスの継続的な提供を行うことを経営課題として日々

事業活動に取り組んでおります。 

当社グループが参画する主要３事業を取り巻く環境は、介護事業では、高齢化社会を背景に需要が拡大していく

ものと認識しております。また第５期介護保険計画(平成24年度～平成26年度)から、特別養護老人ホームなど介護

施設の総利用者数を一定の範囲に抑える総量規制を後押ししている参酌標準が撤廃され、各都道府県が地域の実情

に応じて策定可能となったことを受け、これまで以上に地域において、その実情に応じた基盤整備が進んでいくと

考えられます。従いまして、当社グループが中心として取り組んでいる特定施設の開設も、より市町村との繋がり

を密にし、公募等の情報を適時に把握していくことが必要となると考えられます。 

カラオケ事業におきましては、カラオケボックス業界の市場規模が縮小傾向にあり、事業者間での競争が激化し

ていると認識しております。今後におきましても、少子化の影響で主要な客層である10代から20代の利用が徐々に

縮小していくと考えられますが、一方で団塊世代の定年後の余暇需要が新たなマーケットとして期待される点や、

平成19年度以降のカラオケ参加人口がほぼ横ばいであることなどを踏まえると、今後も参加人口については現状と

ほぼ変わらずに推移するのではないかと考えられます。 

飲食事業のうち、当社グループが主に参画している居酒屋業界におきましては、長引くデフレや「若者のアルコ

ール離れ」等からの影響で、市場規模が縮小傾向にあると認識しております。今後もこの傾向は継続すると考えら

れるため、アルコール以外の商品の充実や食品の質・品揃えの向上、接客サービスでの差別化、コンセプトを含め

た店舗の特徴などのさらなる充実をはかる必要があると考えられます。 

このような事業環境の下、当社グループは各事業分野において、課題の対処を強化し、顧客の要求に速やかに対

応するとともに、地域社会との繋がりを深め、信頼関係を構築していくことで、競合他社との差別化を行ってまい

ります。さらに従業員の教育を徹底し、専門知識の習得とサービスの質を高めることにより、一層の企業体質の強

化をはかってまいります。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

   

  

② 【発行済株式】 

   

※提出日現在発行数には、平成26年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された

株式数は、含まれておりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

      該当事項はありません。  

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

   該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

   該当事項はありません。  

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 58,400,000 

計 58,400,000 
 

種類 
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 

(平成26年６月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成26年８月12日) 

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 21,618,800 21,618,800 
東京証券取引所 
市場第二部 

単元株式数は100株でありま
す。 

計 21,618,800 21,618,800 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額 
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成26年６月30日 ― 21,618,800 ― 2,222,935 ― 1,939,791 
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(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成26年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。 

  

① 【発行済株式】  

  

② 【自己株式等】 

平成26年６月30日現在  

  

２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

  

 

      平成26年６月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式） 
普通株式  300 

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

21,615,500 
216,155 

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

単元未満株式 
普通株式 

3,000 
― ― 

発行済株式総数 21,618,800 ― ― 

総株主の議決権 ― 216,155 ― 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式） 
株式会社 
ウチヤマホールディングス 

福岡県北九州市小倉北区 
熊本二丁目10-10 

300 ― 300 0.00 

計 ― 300 ― 300 0.00 
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成26年４月１日から平成

26年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、アーク監査法人により四半期レビューを受けております。 
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】  

  

 

                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 11,442,361 11,253,797 

    売掛金 1,261,778 1,319,221 

    商品 62,255 62,808 

    販売用不動産 1,205,192 947,017 

    貯蔵品 39 39 

    その他 930,967 1,019,835 

    貸倒引当金 △16,344 △20,071 

    流動資産合計 14,886,251 14,582,647 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物及び構築物（純額） 6,956,303 7,341,934 

      土地 3,476,026 3,571,589 

      その他（純額） 1,495,899 1,348,049 

      有形固定資産合計 11,928,229 12,261,574 

    無形固定資産 41,394 41,154 

    投資その他の資産     

      その他 3,873,271 3,879,134 

      貸倒引当金 △86,425 △87,693 

      投資その他の資産合計 3,786,846 3,791,440 

    固定資産合計 15,756,470 16,094,169 

  資産合計 30,642,721 30,676,817 

負債の部     

  流動負債     

    買掛金 325,012 253,442 

    短期借入金 1,463,000 2,195,000 

    1年内償還予定の社債 35,000 35,000 

    1年内返済予定の長期借入金 2,495,194 2,520,697 

    未払法人税等 695,732 137,702 

    賞与引当金 156,630 236,134 

    ポイント引当金 234,004 236,965 

    株主優待引当金 11,105 - 

    その他 1,864,708 1,881,380 

    流動負債合計 7,280,386 7,496,322 

  固定負債     

    社債 70,000 70,000 

    長期借入金 7,257,866 7,082,941 

    資産除去債務 182,753 184,049 

    その他 1,542,697 1,431,033 

    固定負債合計 9,053,318 8,768,025 

  負債合計 16,333,704 16,264,347 
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                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 2,222,935 2,222,935 

    資本剰余金 2,676,892 2,676,892 

    利益剰余金 9,394,193 9,492,842 

    自己株式 △237 △237 

    株主資本合計 14,293,784 14,392,433 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 15,232 20,036 

    その他の包括利益累計額合計 15,232 20,036 

  純資産合計 14,309,016 14,412,470 

負債純資産合計 30,642,721 30,676,817 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】  

 

                      (単位：千円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年６月30日) 

売上高 5,109,821 5,720,500 

売上原価 4,319,548 4,999,458 

売上総利益 790,273 721,042 

販売費及び一般管理費 315,300 353,425 

営業利益 474,972 367,616 

営業外収益     

  受取利息 1,885 1,785 

  受取配当金 448 508 

  受取手数料 17,094 12,525 

  受取保険金 22,835 9,413 

  保険解約返戻金 - 12,584 

  その他 8,016 9,484 

  営業外収益合計 50,280 46,302 

営業外費用     

  支払利息 42,711 34,465 

  その他 6,749 7,678 

  営業外費用合計 49,460 42,144 

経常利益 475,791 371,775 

特別利益     

  固定資産売却益 14,710 - 

  特別利益合計 14,710 - 

特別損失     

  固定資産除却損 11,307 - 

  特別損失合計 11,307 - 

税金等調整前四半期純利益 479,194 371,775 

法人税、住民税及び事業税 166,046 152,273 

法人税等調整額 29,371 12,757 

法人税等合計 195,418 165,031 

少数株主損益調整前四半期純利益 283,775 206,744 

四半期純利益 283,775 206,744 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】  

 

                      (単位：千円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 283,775 206,744 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 6,089 4,804 

  繰延ヘッジ損益 1,529 - 

  その他の包括利益合計 7,619 4,804 

四半期包括利益 291,394 211,548 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 291,394 211,548 

  少数株主に係る四半期包括利益 - - 
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【注記事項】 

(継続企業の前提に関する事項) 

該当事項はありません。  

  

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更) 

該当事項はありません。  

  

(会計方針の変更等) 

該当事項はありません。  

  

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理) 

該当事項はありません。  

  

(追加情報) 

該当事項はありません。  

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。  

   

  

 

  
前第１四半期連結累計期間 
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年６月30日) 

減価償却費 269,987千円 284,604千円 
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(株主資本等関係) 

前第１四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日) 

１．配当金支払額 

   

(注) 当社は、平成26年１月１日付で普通株式１株につき４株の株式分割を行っております。なお、１株当たり配当額

については、当該株式分割前の金額を記載しております。 

  

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

該当事項はありません。 

  

３．株主資本の著しい変動 

該当事項はありません。 

  

当第１四半期連結累計期間(自  平成26年４月１日  至  平成26年６月30日) 

１．配当金支払額 

   

  

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

該当事項はありません。 

  

３．株主資本の著しい変動 

該当事項はありません。 

  

  

 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 92,653 20.00 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 108,092 5.00 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(単位：千円）  

(注) １. 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ホテル事業及び通信事業を含んで

おります。 

２. セグメント利益の調整額△226,685千円の主な内容は、セグメント間取引消去114,942千円、各報告セグメン

トに配分していない全社費用△341,627千円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一

般管理費であります。 

３. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

  

 

  

報告セグメント 

その他 

(注)１ 
合計 

調整額 

(注)２ 

四半期連

結損益計

算書 

計上額 

(注)３ 
介護事業 

カラオケ 

事業 
飲食事業 

不動産 

事業 
計 

売上高           

外部顧客への 

売上高 
2,488,375 2,004,763 480,907 51,853 5,025,898 83,923 5,109,821 ― 5,109,821 

セグメント間の 

内部売上高又は 

振替高  

― 194 9,998 ― 10,193 ― 10,193 △10,193 ― 

計 2,488,375 2,004,958 490,905 51,853 5,036,091 83,923 5,120,015 △10,193 5,109,821 

セグメント利益 278,035 366,995 42,641 13,754 701,427 230 701,657 △226,685 474,972 
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Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成26年４月１日  至  平成26年６月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(単位：千円）  

(注) １. 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ホテル事業及び通信事業を含んで

おります。 

２. セグメント利益の調整額△234,943千円の主な内容は、セグメント間取引消去114,690千円、各報告セグメン

トに配分していない全社費用△349,634千円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一

般管理費であります。 

３. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

  

３．報告セグメントの変更等に関する事項 

前連結会計年度より、従来「その他」に含まれていた「不動産事業」について量的な重要性が増したため報告

セグメントとして記載する方法に変更しております。 

 なお、当第１四半期連結累計期間の比較情報として開示した前第１四半期連結累計期間のセグメント情報につ

いては、変更後の報告セグメントにより作成しており、前連結会計年度の第１四半期連結累計期間に開示した報

告セグメントとの間に相違が見られます。 

 

  

報告セグメント 

その他 

(注)１ 
合計 

調整額 

(注)２ 

四半期連

結損益計

算書 

計上額 

(注)３ 
介護事業 

カラオケ 

事業 
飲食事業 

不動産 

事業 
計 

売上高           

外部顧客への 

売上高 
2,752,855 2,052,190 477,375 353,391 5,635,812 84,688 5,720,500 ― 5,720,500 

セグメント間の 

内部売上高又は 

振替高  

― 74 11,891 2,632 14,598 29 14,627 △14,627 ― 

計 2,752,855 2,052,265 489,266 356,024 5,650,411 84,717 5,735,128 △14,627 5,720,500 

セグメント利益 224,219 320,957 32,655 24,411 602,243 316 602,560 △234,943 367,616 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上

の基礎は以下のとおりであります。 

   

(注) 平成26年１月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行いました。このため、前連結会計年度の

期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益金額を算定しております。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

 

項目 
前第１四半期連結累計期間 
(自  平成25年４月１日 
至  平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年６月30日) 

(1) １株当たり四半期純利益金額 15円31銭 9円56銭 

    (算定上の基礎)     

    四半期純利益(千円) 283,775 206,744 

    普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

    普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 283,775 206,744 

    普通株式の期中平均株式数(株) 18,530,660 21,618,424 

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 15円28銭 9円55銭 

    (算定上の基礎)     

    四半期純利益調整額(千円) ― ― 

    普通株式増加数(株) 44,122 36,143 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式
で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの
概要 

― ― 
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２ 【その他】 

 該当事項はありません。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 

  

平成26年８月８日

株式会社 ウチヤマホールディングス 

取締役会 御中 

   

   

   

   

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ウチヤ

マホールディングスの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成26年

４月１日から平成26年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年６月30日まで)に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記

について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ウチヤマホールディングス及び連結子会社の平成26年６

月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

  

アーク監査法人 
 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士    岩    崎    哲    士    ㊞ 
 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士    後  藤  正  尚    ㊞ 
 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士    島    田    剛    維    ㊞ 
 

  

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
 


